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　三大都市圏除く地方経済の国内総生産は、国内全体の 500 兆円のうち、約 300 兆円を占めており、政府が掲げ
ている 600 兆円達成には地方経済の躍進にかかっているといっても過言ではありません。一方で、地方経済の産業
別従業員数をみると 4 分の 3 はサービス業であり、当該産業における生産性向上は我が国の地方活性化のための喫
緊の課題となっています。特に北海道は、観光関連を中心としたサービス産業のポテンシャルは高く、顕在していな
いリソースが豊富にあります。
　そこで本セミナーでは、道内外の関係者が、北海道の眠れる魅力 を再発見・共有するとともに、道内企業、プロフェッ
ショナル人材戦略拠点、日本人材機構、地域金融機関、自治体などが観光関連を中心としたサービス産業等の経営
革新に向けて「ALL 北海道」で取り組む姿勢を示すため、基調講演とパネルディスカッションを行います。
　道内企業、観光関連企業の皆様をはじめ、今後の北海道について真剣に考える関係者など、幅広い方のご来場を
お待ちしております。

プログラム（予定）
13:30～13:45

13:45～14:45

14:45～15:25

15:25～15:40

15:40～17:10

挨拶・事業説明　内閣府　地方創生推進室　次長　髙𣘺　淳
基調講演
株式会社日本人材機構　代表取締役社長　小城　武彦氏
基調講演
北海道テレビ放送株式会社　代表取締役社長　樋泉　実氏
休憩
パネルディスカッション
（ファシリテーター） 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授　高橋　俊介氏
（パネリスト） 
 株式会社日本人材機構　代表取締役社長　小城　武彦氏
 北海道テレビ放送株式会社　代表取締役社長　樋泉　実氏
 一般社団法人北海道総合研究調査会　理事長　五十嵐　智嘉子氏
 株式会社スノーピーク地方創生コンサルティング　代表取締役社長　後藤　健市氏
 北海道銀行　取締役常務執行役員　上杉　真氏
 北洋銀行　常務執行役員　塚見　孝成氏
 内閣府　地方創生推進室　参事官　村上　敬亮

平成28年度 プロフェッショナル人材戦略セミナー

詳細・お申込は裏面へ

参加費
無 料

3/8
（水）

※終了後、交流会を予定。



開催概要

ファシリテーターのご紹介

申込用紙

◎E-mail、FAX、郵送でのお申込
　上記の申込用紙にご記入の上、「E-mail」「FAX」「郵送」のいずれかにてみずほ情報総研㈱へお送りください。

◎送付先　お問い合わせ

プロフェッショナル人材戦略全国事務局
みずほ情報総研㈱  社会政策コンサルティング部　　担当：大村・石原・飯村・奥村
〒101-8443　東京都千代田区神田錦町 2-3　竹橋スクエア8Ｆ
TEL：03-5281-5276 （月～金　10：00 ～17：30）　　FAX：03-5281-5443　　E-mail：pro-jinzai@mizuho-ir.co.jp

お問い合わせ・申し込み

日時 平成２9年3月8日（水）   
13：30～17：10（開場13：00） 

会場 ニューオータニイン札幌
鶴（東中）の間
北海道札幌市中央区北2条西1丁目1-1

定員 150 名
（定員になり次第、締切りにさせていただきます）

費用 無 料

主な
対象者

北海道の地域企業、自治体、地域金融機関、
拠点関係者等

（ふりがな）
お名前【必須】

参加者① 参加者②

参加者③ 参加者④

会社名【必須】 部署名等
【必須】

ＴＥＬ【必須】 ＦＡＸ

メール(代表者)【必須】 

ご応募のきっかけ
(あてはまるもの全てに○)

ご所属について
(あてはまるもの一つに○)

１．ダイレクトメール ４．北海道新聞の広告
２．プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト ５．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
３．みずほ情報総研㈱のメールマガジン・ウェブサイト

１．観光サービス業の企業 ４．自治体
２．観光サービス業以外の企業 ５．プロフェッショナル人材戦略拠点関係者

6．その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　）３．地域金融機関

＊本事業の詳細については『プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト（http://www.pro-jinzai.go.jp/）』をご覧ください。

※下記申込用紙に必要事項をご記入の上、FAX もしくはメールでお送りください。

高橋　俊介　　慶応義塾大学大学院　政策・メディア研究科　特任教授
東京大学工学部航空工学科卒業、日本国有鉄道勤務後、プリンストン大学院工学部修士課程修了、マッキンゼー
アンドカンパニー、ワイアット社（現在 Willis Towers Watson）を経て、ピープルファクターコンサルティング設
立、2000年5月から慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授を務め、2011年11月より現職。


